（３）地磁気観測所
地磁気観測は非常に微弱な地球磁場変化を観測の対象としており、観測所周辺の観測環境に細心の注意を払う必要があります。職員は無人化による絶対観測の隔週化による観測精度の低下を食い止めるためや観測機器の維持管理、障害対応に多大な労力を要しています。労力を要する原因のひとつとして、現在使用している観測機器やシステムの経年劣化がありますが、 更新のための予算のが獲得に苦慮しておりできないため更新時期のめどが立っていないということも問題点としてあげられます。
[bookmark: _GoBack]気象庁による地磁気観測事業は、地磁気観測所（茨城県）、女満別出張所（北海道）、鹿屋出張所（鹿児島県）の３官署で行われてきましたが、2011年度から両出張所が無人化されました。現在は、網走・鹿児島地台内に連絡事務所が設置され、それぞれ１人の職員が駐在する体制となっています。また、2016年４月からは地磁気観測所（柿岡）の調査課が廃止され、データ提供や広報業務の負担が大きくなっています。2021年４月からは３官署の地電流及び柿岡の空中電気の観測を廃止したことから観測課の人数が１人減となっています。こうした定員削減の流れのなか、2018年１月の本白根山の噴火を受けての電磁気観測や、次期噴火予知をめざした伊豆大島・三宅島での大学等との共同観測への参加など火山関連の業務が増大しており、ほかの担当業務も抱えた状態での度重なる出張に職員は疲弊している状況です。さらに今年度は技術課、観測課から各１名、合計２名減の定削があったにもかかわらず、全く業務内容は変わっておらず職員の負担は増大していく一方です。観測課に１名の欠員があることから、例年よりも職員１名当たりの負担は大きくなっており、速やかに欠員を埋めるよう要求する必要があります。
地磁気観測所と網走・鹿児島地台との間では、どのような業務を協力し合うのか協定を結んで実施しています。地磁気観測を網走・鹿児島地台でどのように支援していくかだけでなく、技術継承や人材育成のための研修の充実、連絡事務所職員における課題などについて、議論しています。
例年６月～７月頃に地磁気問題連絡会議を開催しておりましたが、今後は三年に一度隔年での開催となりました。会議では、連絡事務所職員の処遇や異動、観測所への異動や研究官への昇任にともなう給与面での不利益の問題、予算面の問題、研修についての課題などについて議論し、要求書にまとめ所長に提出し会見を行っています。
地磁気観測所は、世界でも重要な観測をしていることから、十分な観測体制の維持・発展につながるよう要求を続けていきます。

